
一般社団法人製造業総合支援運営規約
第１章　　総 則
（名称）
第1条 当法人は、一般社団法人製造業総合支援と称する。
通称はGSSG：General incorporated association/Seizogyo/Sogoshien/Group
英語名はComprehensive Manufacturing Consultingとする。
（主たる事務所）
第２条　当法人は主たる事務所を東京都中央区に置く。

第２章	 目 的 及 び 活 動
（目的）
第３条　当法人は、企業その他の組織体経験者のシニア層で組織し、その豊富な知見及び人脈を生かし、中小企業での課題抽出・改善策定・将来展開支援を通じて社会的還元を行い、更に会員の豊かな人生の構築を目的とする。
同時に本活動に賛同する有志同士がお互いを尊重し、協力し、勉強し、そして豊かな人生の一部として過ごせる集まりの場とする。よって、社会貢献活動の見返りとしての受領する対価は、あくまで自己実現のためのボランティア精神と貢献に対してモチベーションを高めるための対価の範囲に留まるものとする。
（活動及び事業）
第４条　当法人は、第３条の目的を達成するため、以下の活動及び事業を行う。
（１）中小企業支援
（２）フォーラムの開催
（３）経営冊子の発行
　　　（４）当法人独自の研究開発、テーマの設定とその評価検討
（５）大学・高専等教育研究機関の支援
（６）当法人の目的に合致する会員の自主的活動の支援
２．前各号に掲げるものの他、当法人の目的を達成するために必要な活動及び事業

第３章	 会 員
（会員の種別）
第５条　当法人の会員は正会員と賛助会員とする。
２．正会員は当法人の目的に賛同し、入会手続きを終了した個人とする。
３．賛助会員は当法人の目的、活動及び事業を賛助する団体とする。
（入会）
第６条　当法人に正会員として入会するには、運営委員会の承認を経て、年会費を納入しなければならない。
２　当法人に賛助会員として入会するには、運営委員会の承認を経て、年会費を納入しなければならない。
（除名）
第７条　会員が次の各号の一つに該当する場合は、当法人は当該会員を除名することができる。
（１）本規約に違反したとき
（２）当法人の名誉を傷つけ、又は当法人の運営に支障を及ぼすと認められたとき
（３）会費を１年以上滞納したとき

第４章   役 員
（役員の種別）
第８条　当法人に以下の役員をおく。
　　　（１）代表　　　　1名
　　　（２）副代表　　　若干名
　　　（３）監査人　　　2名以内
（役員の選任）
第９条　役員は次の方法により選任する。
　　　（１）代表は第１８条に定める運営委員の互選によって定める。
　　　（２）副代表は原則として代表が任命する。
　　　（３）監査人は運営委員会が正会員の中から選出する。
　　　（職務）
第１０条　代表は当法人を代表し、業務を統括する。
２．副代表は代表を補佐し、必要に応じて代表の職務を代行する。
３．監査人は当法人の活動と財務状況を監査し、本規約に著しく違反する事実を発見した場合には、総会に報告する。
（任期）
第１１条　役員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。

第５章    会 議
（種別）
第１２条　当法人の会議は総会と運営委員会とする。
２．総会は年次定期総会と臨時総会とする。
（開催）
第１３条　年次定期総会は毎年１回開催する。
２．臨時総会は次の各号の一に該当する場合に開催する。
　　（１）運営委員会が必要と認めたとき
　　（２）正会員の３分の１以上の請求があった時
　　（３）第１０条第３項の規定により、監査人から召集があったとき
３．運営委員会は代表が必要と認めたとき開催する。
（構成）
第１４条　年次定期総会は正会員をもって構成する。
２．運営委員会は運営委員および代表が指名するものによって構成される。
（機能）
第１５条　年次定期総会は次の事項を定める。
（１）事業報告および決算報告
（２）事業計画および収支予算
（３）役員の選出
（４）その他重要な事項
２．運営委員会は総会が議決した事項の遂行に関する事項を定める。
（定足数）
第１６条　総会は正会員の３分の１以上の出席がなければならない。
（議決）
第１７条　総会の議事は正会員の過半数をもって決する。
２．総会に出席できない正会員は表決を代表または他の正会員に委任することができる。
３．前項の規定により表決を委任した正会員は総会に出席したものとみなす。
（運営委員会）
第１８条　当法人の活動方針の策定及びその業務推進を図る組織として運営委員会を置く。
２．運営委員会は次項に基づき選任された運営委員により構成される。
３．運営委員の選任は運営委員会の承認を得るものとする。
４．前項に定める運営委員会には具体的業務推進のための別途定める業務担当をおき、担当ごとに担当リーダーをおく。
５．前項に定める担当リーダーの選任は、原則として代表の任命による。

第６章　　資 産 及 び 会 計
（資産及び会計）
第１９条　当法人の資産は次に掲げるものをもって構成する。
（１）年会費収入
（２）寄付金品
（３）事業に伴う収入
（４）資産から生じる収入
（５）その他
２．当法人の事業遂行に必要な経費はこれら資産をもって支弁する。
　（事業年度）
第２０条　当法人の事業年度は毎年１月１日から同年１２月３１日までとする。

第７章　　規約の変更ならびに解散
（規約の改定等）
第２１条　本規約を変更しようとするときは、運営委員会の承認を経なければならない。
（解散）
第２２条　当法人を解散するには、総会の承認を経なければならない。
（残余財産の帰属）
第２３条　当法人の解散に伴う残余財産の処理方法は総会の決議による。

第８章　　会員の個人情報の取扱い
（定義）
第２４条　会員の個人情報とは、会員個人に関する情報であって、氏名、性別、生年月日、住所、電話番号、電子メールアドレス等の会員個人を識別する情報、並びに身体、財産、職種、肩書等の会員個人の属性情報等を指す。
（利用目的の限定）
第２５条　会員の個人情報は、会員同士の相互連絡等、当法人の円滑な運営に資する目的に限定して利用する。
（第三者提供の制限）
第２６条　会員の個人情報は、個人情報保護法に則り、予め本人の同意を得ないで個人データを第三者に提供してはならない。但し、法令に基づく場合、本人の生命、身体、財産などの保護のために必要な場合を除く。
附 則
（施行日）
１．　本規約の施行日は次のとおりとする。
　　　平成１４年４月２３日　施行
　　　平成１４年６月３０日　改定
      平成１５年３月１７日　改定　
　　　平成１７年2月２２日　改定
　　　平成１７年４月１４日　改定
　　　平成２０年４月１５日　改定
　　　平成２４年６月１９日　改定
　　　平成２９年３月　７日　改定
　　　令和　３年１月　５日　改定
　　　令和　６年10月 1日　改定（一般社団法人製造業総合支援設立運用開始）
